
  

第2部    各 論
2    賃 金
(1)    景気調整と賃金
1)    賃金水準の動き
(イ)    上期の好調持続と下期の上昇率鈍化

37年の賃金は下期に入って上昇率が純化したが,36年春以降37年上期までの高い上昇持続の影響で,年平均
としてほほゞ前年並みの伸びを示した。

賃金指数の動きをみると,37年年初は所定外労働時間の大幅な減少にともない伸びが鈍化したが,春以降初
任給の上昇と高水準のベースアップに支えられて,再び上昇し,上期中は比較的堅調に推移した。下期に入
ると各分野での給与改善の動きは弱まり,所定外労働時間の減少持続と相まって伸びの鈍化が目立ちはじ
めたが,鈍化の程度は前回の景気後退期に比べると小さく,また年末になると時間外労働の減少傾向が一段
落したこともあって,賃金は38年に入るとやや上昇テンポを回復してきている。 

i)    堅調だった定期給与

景気調整の賃金面への影響は,まず所定外労働時間の削減にともなう超過勤務給の減少という形であらわ
れた。所定外労働時間は求人難にと敏なう中小企業等での労働条件改善への動き,あるいは技術革新にと
もなう機械化,合理化の進展等を背景に既に35年頃から減少していたが,37年に入ると景気調整の影響が加
わって減少の度合は急激になってきた (第2-1表) 。年末に近づくにつれて下げ渋りの気配がみられるが,
前年のピーク時に当る第2四半期から通算すると3割近く減少したことになる。この所定外労働時間の減
少を,32～3年当時の景気後退期と比べると,後に労働時間のところで詳しく述べるように,かなり大きく
なっている。

所定外労働時間のこのような動きを反映して,超過勤務給は年初以来減少をつづけた。しかし一方初任給
の上昇やベースアップが行なわれたため定期給与額としては上堀中上昇をつづけ,年央を過ぎてから漸く
上昇率が鈍化するにいたつた。

第2-1表 毎月きまって支給する給与および所定外労働時間対前期増減率
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第2-2表 毎月きまって支給する給与の内訳別対前期増減率

定期給与を所定内給与と超過勤務給とに分けてその動きをみると, 第2-2表 のように超過勤務給は36年第
4四半期をピークに漸減に転じている。これに対し,所定内給与は,37年の第2四半期までは前年に引続いて
好調な伸びを示したが,第3四半期以降になると伸び悩みをみせはじめ,第4四半期には対前期比は0.7%増
となった。上期中は,超過勤務給の減少が所定内給与の大幅な上昇によって打消されていたが,下期には,所
定内給与引上げの動きが一段落したため,定期給与の伸びが鈍化した。

第2-3表 定期給与(100)に対する労働時間増減の影響
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労働時間の減少が定期給与の伸びにどの程度影響したかを,製造業について,定期給与,所定内,所定外別労
働時間,所定外賃金割増率などの間に一定の仮定をおいて推計してみる 第2-3表 のようになる。すなわち
景気後退期には所定外労働時間を中心とする労働時間の減少が賃金の伸びを小さくしているが,そのうち
でも37年は最もその傾向が顕著で,賃金の伸びを3%引下げる働きをしていると推定される。

このように労働時間の減少の影響が大きかったが,所定内給与の上昇が上期中心に太きかったため,定期給
与の伸びは年平均としては10.4%と前年を僅かではあるが上回った。また,時間当り所定内給与の動きを
みると, 第2-4表 のように,37年は前年に引続いて高い上昇率をつづけている。

第2-4表 時間当り所定内給与対前年増加率
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なお,産業別に定期給与の伸び率をみると,伸び率鈍化の時期の遅速,鈍化の程度等に産業によって若干の相
緯がある。まず,1)銖鋼,非鉄金属,機械等の金属機械グループの産業は,上昇率鈍化の程度がもっとも大き
く,調整の影響を強く受けた産業として一括される。2)次に伸び率は鈍化したが,前年比では,年末にもなお
かなり高かつたグループで,衣服,木材,木製品,家具,皮革等の消費関連中小企業性産業にその多くをみるこ
とができる。3)第3は,上昇率にあまり鈍化傾向がみられないグループで,食料品,出版印刷等製造業の一部
と卸売小売業,金融保険業等の第3次産業がこれに包含される (第2-1図 ,(イ)(ロ)および(ハ))。

第2-1図 定期給与の産業グループ別対前年同期増加率の推移

ii)    特別給与の上昇率鈍化

以上のように定期給与は景気調整の進展にもかかわらず堅調であったが,一方特別給与については夏季か
ら,年末にかけて上昇鈍化の傾向を強めた。調査産業総数についてみると, 第2-5表 のように,夏季には増加
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率では伸びの鈍化がめだったが,支給率ではひきつづきなお前年のそれをやや上まわつていた。しかし,年
末になると,増加率が大幅に低下する一方,支給率も前年水準を割つている。

第2-5表 特別に支払われた給与の推移および支給率

第2-6表 単産別賞与支払方法別企業数
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産業別にも夏季には堅調に推移した建設業,卸売小売業,運輸通信業,金融保険業でも,年末にはかなりその
伸びが鈍化し,支給率も低下を示している。

なかでも製造業は,もっとも早く影響をうけ,また受け方の程度も鉱業に次いで大きかった。中分類別には,
夏季では市況の悪化を反映して鉄鋼,石油石炭製品の支給額がそれぞれ19.7%減,1.6%減と前年を下回った
のをはじめ,非鉄金属,金属製品,機械,輸送用機器等金属機械関係業種を中心に上昇率の鈍化がみられたが,
年末に入ると,木材,木製品,出版印刷,皮革,窯業等にまで鈍化傾向が波及した。とくに夏季に伸びの鈍化を
示した業種は一層その傾向を強くし,金属製品,機械の支給額は前年水準を割るにいたっている。

伸びの鈍化とあわせ,特別給与の分割払,社内預金への繰り入れなどの支給繰延措置がかなり行なわれたこ
とも本年の特色である。繰延措置は石炭,紡績,肥料等の不況業種を中心に既に36年末手当から,現われはじ
めたが,37年夏季手当では,鉄鋼が軒なみ分割支給に踏み切つたのをはじめ,かなりの業種にまでそれが波及
した。分割支給は年末には,金融情勢の緩和でやや少なくなったが社内預金への繰り入れ傾向はなお引続
いてみられた (第2-6表) 。

第2-7表 現金給与総額の対前年増加額に占める各給与の増加額の割合の推移
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なお,賃金水準の上昇に特別給与の増加が寄与している割合はここ数年かなり大きかったが,本年は昨年に
つづきそのウェイトが低下し,かわって所定内給与の果す役割が高まっている (第2-7表) 。

第2-2図 名目賃金と消費者物価の上昇率

また,賃金は下期に伸びの鈍化がみられたものの全般的に堅調であったが,後述のように消費者物価の値上
りが大きかったので (第2-2図) ,実質賃金としてみると前年の5.9%増から37年には33年当時と同じ3-5%
増へと伸び悩みを示した。
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第2部    各 論
2    賃 金
(1)    景気調整と賃金
1)    賃金水準の動き
(ロ)    軽微にとどまった調整の影響

このように,賃金の伸びは定期給与,特別給与とも下期に入ってかなり鈍化したが,しかしこれを前回の景気
後退期に当る32～3年に比べるとその程度は比較的軽微であった。

季節変動調整済の賃金指数によってその動きを比較すると,前の後退期には,賃金は金融引締のはじまった
32年5月前後から保合状態に入り,この傾向はほぼ33年年央まで続いた。これに対し,今回は,引締実施後も
依然増勢が持続し,37年後半に入ってようやく横ばいに移ったが,38年には再び上昇気配をみせ始めている
(第2-3図) 。

第2-3図 景気調整期における賃金の推移

産業別にみても, 第2-4図 のように前回は金属機械関係を中心に賃金水準が若干低下したが,今回はこれら
の部門でも,上昇テンポが鈍化しただけで水準が低下することはなかった。また,消費関連産業などでは年
率10%を上回る高い上昇傾向をそのままつづけており,景気調整の影響は産業別にみても,今回は全体とし
てかなり軽微であったということができる。
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特別給与についても,支給率,支給額の伸び率では前年の水準を下回ったが,支給額の水準で前年に及ばな
かったのは,夏季で石油石炭製品(1.6%減),鉄鋼(19.7%減),年末に鉱業(3.9%減),鉄鋼(8.5%減),金属製品
(3.0%減)機械(2.7%減)を数えるのみで,全般的には対前年9.7%増(調査産業総数年計)と,33年のそれが
2.4%減に落ち込んだのに比べるとかなり高い。

賃金不払についても,年末新規把握件数,金額とも増加しているが,年末の未解決金額約14億円のうち約12
億円は,石炭鉱業が占め,しかもその大半が退職金によるものである。また,件数では32～33年当時にくら
べかなりの低水準にあり,石炭鉱業のような構造的不況にともなう不払増加を除くと景気調整の影響はほ
とんど現われなかったとみられる。

第2-4図 主要製造業部門における景気調整の賃金に対する影響
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第2-8表 賃金不払の把握および解決状況

このように,32～3年当時とちがって景気調整下にも賃金が比較的堅調に推移したのは,新規学卒の初任給
が前年につづき大幅な上昇を示し,さらに春闘を中心に活発な給与改善の動きが広範囲にわたって進んだ
ためである。

37年春の給与改訂は例年どおり春闘を中心として行なわれ,民間主要企業での平均賃上額は,約2,700円と,
昨年に比べ300円程下回ったものの依然高い水準を示した。単産別には全百連,全国金属などの比較的賃
金水準の低い分野での賃上率が大きく,また,規模別にも中小企業での動きが活発で賃上率も大企業のそれ
をかなり上回っていた (第2-9表) 。また,賃上げの範囲も後に述べるように春闘参加人員が増加している
ことなどからみてかなり広い範囲にわたっていたことがうかがわれる。

春闘,ベースアップとならんで賃金を引上げる役割を果したのは学卒初任給である。37年春の学卒初任給
は,大学卒業者の初任給の伸びに若干の鈍化がみられるほかは,高校卒業者,中学卒業者とも一層激化する学
卒の求人難のため,前年をさらに上回る2割台の高い上昇率を示した (第2-10表) 。このような初任給の引
上げにともなって,企業では若年層を中心とする在籍者の給与調整が行なわれ,これが初任給水準の上昇と
あわせて,賃金引上げの強い牽引力となった。

第2-9表 中小企業における「春闘」賃上げ額
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第2-10表 学卒初任給対前年上昇率

初任給の引上げ,ベースアップ等の影響が強かったため37年の給与改善は 第2-11表 のように春に集中し
て行なわれる形となった。一当時は企業収益もなお余力を残していたし経済界の景気の先行きに対する
見通しもまだ明るい気運が一部に残つていた。春闘で各組合から提出されたベースアップ要求額が平均
約5,000円と前年のそれを2割近く上回り,獲得率こそかなり低下したものの比較的平穏早期に妥結をみた
一因は,このような企業側の態度にもあったとみられる。しかし,36年末から売上げの伸びが鈍化したこと
などによって,収益率の低下,人件費比率の増加等の影響が徐々に現われはじめており,37年後半に入ると,
売上げが横ばいに移り,純利益が4年振りに減少に転ずる等,企業内容の悪化が急速に表面化しはじめた。
これにともない,給与改善の動きも鎮静化し,引続く所定外労働時間の減少と相まって,賃金の伸びの鈍化が
目立つようになった (第2-12表, 第2-13表) 。

第2-11表 給与改訂を行なった事業所数の調査事業所数に対する割合
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第2-12表 純売上高,純利益および収益率の推移

第2-13表 対売上高人件費比率の推移

しかし,38年に入ると所定外労働時間が徐々に上昇しはじめ,また,引続く初任給の引上げや38年春闘での
賃金改訂等賃金引上げ要因が前年より若干弱まったものの影響しはじめるので,賃金の上昇鈍化現象も比
較的短期に終息する気配が強い。
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第2部    各 論
2    賃 金
(1)    景気調整と賃金
2)    規模別賃金格差の縮小と低賃金層の賃金改善
(イ)    中小企業賃金の大幅な上昇

37年における賃金の一般的な堅調を支えた柱の一つに中小企業の賃金の根強い上昇がある。中小企業の
賃金はここ数年次第にその増勢を強め,37年も大企業の賃金を大幅にこえる上昇率を示し,賃金の全体の伸
びに中小企業賃金の上昇が果す役割は一層高まってきている (第2-5図) 。

規模別に賃金上昇率の推移をみると, 第2-6図 のように32,33年当時は上昇率も低く,また,上昇鈍化の時期
も早かった。

これに対し,今回の景気調整期には,どの規模も36年末ないし37年春以降上昇率が鈍化しているが規模別に
は小零細規模事業所ほど伸びのピークの時期が後にずれ,また鈍化の程度も小さかった。その結果,賃金の
規模別格差は年間を通じ縮小を続け,年末にいたってもその動きはおとろえをみせていない (第2-7図) 。

第2-5図 賃金上昇の規模別内わけ
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特別給与についても,定期給与と同様にどの規模でも増加率は鈍化しているが,小規模ほどその程度が小さ
く (第2-14表) ,その規模別格差は縮小している。 第2-15表 は,特別給与の支給率が事業所によってどの程
度差があるかを「支給率階級別事業所数分布表」から算出したものであるが,32,33年当時と比べると,最
近は支給率の事業所間のひらきが縮まってきている。また,前回の景気後退期には,32年から33年にかけて
そのひらきが拡大を示したが今回は36年から37年よと縮小を続け,中小企業を中心とする支給率の低い事
業所での改善の進展を示している。

夏季,年末に臨時給与を支給する事業所の割合も中小規模ではここ数年増加が続いており (第2-16表) ,また
この傾向が特に支給額,支給の有無で変動の大きい夏季賞与について現われていることからみて,中小企業
での特別給与がかなり固定的な性格を帯びはじめていると考えられる。

第2-6図 規模別賃金対前年増減率の推移
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第2部    各 論
2    賃 金
(1)    景気調整と賃金
2)    規模別賃金格差の縮小と低賃金層の賃金改善
(ロ)    堅調な屋外・農業労働者等の賃金

中小企業労働者の賃金とならんで屋外労働者,農業労働者の賃金も前年につづいて改善が進んだ。

第2-7図 規模別賃金格差の推移

第2-14表 規模別特別給与対前年上昇率
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第2-15表 夏季,年末手当各支給率階級別事業所分布の分散係数

第2-16表 夏季,年末手当支給事業所の全事業所に占める割合

第2-17表 製造業,建設業および農業の日雇労働者の賃金の推移
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屋外労働者の賃金は,若干伸びに鈍化はみられたが,大工(対前年21.9%増)土工(23.3%増),とび工(18.3%増)
と建設業界の活況を反映して,依然20%前後の高い上昇率を示し,常用労働者(製造業)の賃金上昇率を上
回った (第2-17表) 。また農業労働者の賃金は前年をこえる伸びを示し,一般常用労働者との格差を一段と
縮小させている (同表) 。

なお,毎月勤労統計調査による日雇労働者等(製造業)の賃金は,ここ1～2年かなりの改善を続け,一般常用労
働者とのひらきを徐々に狭めてきていたが,37年後半に入ってからは横ばい気味に推移した。しかし年平
均では上期までの上昇の影響で10%強の増加を示し,常用労働者との格差はほぼ保合であった (同表) 。

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

昭和37年 労働経済の分析



  

第2部    各 論
2    賃 金
(1)    景気調整と賃金
2)    規模別賃金格差の縮小と低賃金層の賃金改善
(ハ)    普及改善の進む最低賃金制

34年7月に最低賃金法が施行されて以来,最低賃金は決定件数,適用労働者数とも順調な増加を続け,38年3
月末現在では決定件数1,217件,適用労働者数205万人に達し,その影響力を一段と強めた。決定された最低
賃金額も次第に高いものが増え,37年度には300円以上が全体の4割5分を占め,反面260円未満のものは
15%程度となった (第2-18表) 。

第2-18表 最低賃金(9条)の金額別分布状況

また,決定時期の古いものは逐次金額の改正がなされつつあり,35年以前に決定されたものはその76.6%が
改正を終り,その際概ね20～40%程度賃金が引上げられている (第2-19表) 。

第2-19表 最低賃金改正件数の上昇率別,改正時期別分布
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第2部    各 論
2    賃 金
(1)    景気調整と賃金
3)    企業内賃金格差の縮小と賃金体系是正への動き

以上のように,中小企業労働者や屋外,日雇労働者の賃金をはじめこれまで賃金水準が低かった層の賃金の
改善が前年につづいて進んだが,同じことは,男女,年令,労職その他いわゆる企業内賃金格差についてもい
える。

第2-20表 および 第2-21表 によって男女別,労職別,年令別の賃金格差をみると,いずれも格差の縮小がみら
れる。これを規模別に分けてみても,その傾向には変りがない。

第2-20表 事業所規模別にみた男女別,労職別格差の推移

第2-21表 年令別格差の推移
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このような格差の縮小は後述のように,主として初任給の大幅な上昇とその平準化傾向に起因するもので
あるが,こうした変化に対し,企業の側では,第1に,これによって乱された賃金序列を回復しようとする動き
があらわれてきた。なかでも,もともと賃金格差の小さい中小企業では労働者間の賃金格差の是正を図る
ことが在籍労働者の流出等を食いとめるためにも緊要な問題となってきた。

第2-22表 初任給引上げにともなう給与調整方法の実例

企業における格差の是正の仕方としては,(A)初任給引上げ分を全員に一律に加算する最も簡単なものか
ら,(B)加算を一定勤続年限の者までに限るものや加算額に逓減方式を加味するもの,また,(C)これを機会に
賃金体系を刷新するもの,(D)その他初任給の引上げ前に在籍者に臨時昇給を行ない,それに備えるもの,な
ど 第2-22表 に示されるような,類型をみることができるが,いずれにしても,比較的若年令の労働者層を優
遇する調整がその多くを占めているように思われる。

第2には,また年功序列制度を修正しようとする動きが,いわゆる「職務給」の導入という形で大企業を中
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心に進んでいる。

当部が37年9月現在で調査したところによると対象企業数1,544企業のうち,「職務にもとずく給与」(これ
は,いわゆる職務給,職能給のほか主として職務ないし職務遂行能力により決められる給与であれば制度的
に整備されたものでなくても一切これに含めるという極めて広義のものにしてある)を採用している企業
は192で,全体の約12%である (第2-23表) 。これを規模別にみると大企業(1,000人以上)では約21%,中企業
(100～499人)では8%と大企業での普及度が高い。内容的には,職務評価によらずに賃金を決定する企業が
半数近くあり,また,職務評価によって賃金を決める場合でも評価方法について序列法,分類法等の比較的簡
単な方式を採用するものが44%を占めている。このように職務評価によらないものや,比較的簡単な職務
評価法をとっているのは規模の小さい企業でとくに多い。

第2-23表 職務給の普及状況とその内容

これらの結果からみると,いわゆる「職務給制度」の普及度はまだ余り高くなく,その内容もまちまちで,ま
だはつきりした方向が定まっていない。

しかし,年功体系を何等かの形で修正しようとする動きは同調査からみても多く,その今後の成行きが注目
される。
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第2部    各 論
2    賃 金
(2)    賃金構造の長期的な変貌とその背景
1)    賃金構造の長期的な変化
(イ)    構造変化の特徴

経済の発展成長にともない賃金はこの数年めざましい上昇を示してきたが,このような大幅な賃金上昇の
過程で,わが国の賃金の特徴である産業間,企業間あるいは企業内の大きい賃金格差は急速に縮小しつつあ
る。これらについては既に前項で述べたが,これをさらに労働者の賃金額別にみた労働者数の分布という
視点からみても,最近はその変化がめだってい羞。

このような変化の内容としてはやや長期的にみて,次の諸点が指摘できる。

その1つは,ここ数年全般的に賃金の低い層ほど上昇が大きくなってきたことである。

第2-8図 高賃金層と低賃金層の賃金上昇率
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労働者を賃金階級別に十等分し,それぞれの位置にある労働者の賃金上昇率をみると,29～33年の期間で
は,上から十分の一のところにある者(第9十分位数,中位にある者(中位数,下から十分の一のところにある
者(第1十分位数)の上昇率は,それぞれ17.5%,9.9%,13.6%となっていて,賃金の高い層の上昇率が最も大き
かった。しかし33年以降になると,逆に賃金の低い層ほど上昇率が高まるようになってきて,33～37年間の
第9十分位数,中位数,第1十分位数の賃金上昇率は,それぞれ32.1%,40.4%,57.3%となった。このため全労働
者の賃金の散らばりの度合(賃金の分散係数)は,36年頃から賃金の低い層が上方へ移行する形で縮小しは
じめ,37年には,,そのテンポがさらに強まって,29年当時よりもさらに分布の幅が狭まるにいたった (第2-
24表) 。

第2-24表 賃金階級別労働者分布の分散係数
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その2は,同じ年令階級の内部での賃金の散らばりをみても,そのひろがりの度合が狭まってきて,いわゆる
賃金の平準化傾向が促進されてきていることである。こうした傾向は若年層についてはかなり前からあ
り,最近はそのテンポが一段と強まる動きがみられるとともに,中高年層についても,36,7年頃から縮小が現
われはじめた。 第2-25表 にみるように,25才未満の若年層の賃金の分散は,29年以降縮小がすすんでいる
が,最近はその縮小幅が大きく,18才未満を除くと,縮小テンポもはやくなっている。また33年以降は,25～
29才層でも縮小がめだってきた。

第2-25表 年令別にみた賃金階級別労働者分布の分散係数

これに対し,30才以上の中高年層については,35年頃までは賃金の高い労働者と低い労働者の格差が拡が
り,賃金の散らばりの度合は大きくなる傾向があった。しかしこれらの層においても,36,7年頃から賃金の
分散は縮小し賃金平準化のきざしかみえはじめている。

その3は,地域間の賃金の動きについても格差縮小がすすみ,全国的に賃金平準化の動きがみられることで
ある。地域間の資金の散らばりの度合を示す変動係数(府県別の平均賃金の標準偏差を府県別賃金の単純
平均で割った数:「毎月勤労統計調査」,製造業)をみると,30年の22.0から,36年は18.2,37年は16.5と小さく
なっている。このような動きは,賃金の低い地域の賃金上昇が,賃金の高い地域の上昇を上回ることによっ
てもたらされているもので,最高府県(=100)に対する最低府県の格差をみても,30年の39.1から36年
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50.2,37年53.1と縮小している。

以上のように,わが国の賃金構造はこの数年賃金の分散という面からみても,次第に縮小の傾向が強まって
おり,近代化への方向が明らかになりつつある。
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第2部    各 論
2    賃 金
(2)    賃金構造の長期的な変貌とその背景
1)    賃金構造の長期的な変化
(ロ)    若年層の賃金上昇と平準化の促進

以上のような賃金構造の変化については,学卒初任給や若年層の賃金が引続き大幅な上昇を示し,その相対
的地位の改善が急速にすすんでいることが一つの主要な要因となっている。

わが国において賃金が相対的に低い労働者グループは,新規学卒,若年層が中心であり,とくに中小企業に就
業するこの層がその多くを占めている。

これらの層と賃金の最も高い大企業の高年層との賃金格差は極めて大きく,前者はほぼ後者の1/5にすぎな
い。しかしこれらの層の賃金の動きをみると,31,32年の神武景気以降著しい上昇を示し,高年層との格差
の縮小がめだってきた。学卒初任給についてみると,31,32年の好況期には年10%を上回る上昇を示し,34
年以降の景気上昇期には,上昇テンポはさらに大きくなって,15～25%に達している。

若年層についても,31,3詳頃から上昇傾向がみられ,25才未満では年年10～15%,とくに中小企業では15～
20%の増加となっている。このため,大企業の高年令労働者層を100とする若年労働者層の賃金格差は, 第
2-26表 のように,最近かなり縮小してきている。若年層をグループ別に分けて,大企業高年令層との賃金格
差の縮小をみせはじめた時期をみると,まず,32,33年頃に中小企業の18才未満層の賃金にはじまり,35,36年
には中小企業の20～24才層,36,37年には大企業の18才未満層へとしだいにその範囲が拡大してきてい
る。

このような賃金変動の背景には,周知のように,新規学卒,若年労働者層の労働力不足を中心とする労働市場
の需給関係の変化がある。31,32年以降の大企業,,中企業における新規学卒に対する需要の増大に加え
て,32～36年には学卒の絶対量も横ばいないし減少したため,新規学卒労働力は,より就業条件のよい分野
に吸収される度合が強まってきた。このため従来賃金水準の低かった分野では学卒の充足難が深刻化し,
その初任給を大幅に引上げる傾向がでてきた。

第2-26表 規模別,年令別賃金格差
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若年層についても,学卒に代替する労働力としてその需要が増大し,中小企業を中心にその賃金がこの数年
著しい上昇を示している。

これには,中小企業では勤続あるいは年令による賃金格差が少ないために初任給の上昇にともなって在籍
者の賃金を引上げる必要性が高まってきたこと,労働市場の拡大で若年層の上向移動の機会が増大してい
ることもあって,労働力確保のために賃金管理面からこうした是正が要請されることが影響している。そ
のほかに,若年層が労働条件のよりよい就業分野に移動する傾向が強まっていることも影響しており,たと
えば,29～36年間の勤続年数別の賃金上昇の動きをみると,25才未満では勤続1年未満の労働者の賃金は,勤
続の長い労働者に比べて上昇率が高くなつている (第2-27表) 。

第2-27表 年令別,勤続年数別賃金上昇率

以上のような学卒初任給や若年層の賃金の改善は,賃金構造の変化を促進する大きな要素になっているが,
つぎにこれを学卒,ないし若年層内部の賃金の動きとしてみても同様平準化の急速な進展がみられる。

新規学卒労働力は,労働市場へはじめて登場する労働力であり,未熟練労働力として同質性も高い。このた
め一般労働力に比べて,労働力内部の賃金格差は小さく,賃金分散の度合も低いが,最近学卒初任給内の賃金
の分散はますます小さくなっている (第2-28表) 。

第2-28表 学卒初任給の分散係数

学歴別にみると,これはとくに従来分散の程度が大きかった中卒初任給でめだっている。このような平準
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化の進展は,初任給のなかでもその水準の低い中小企業の初任給が急速な上昇を示してきたことによるも
ので,31,32年頃から縮小がみられた中卒初任給の規模別格差は,36,37年になるとほとんどその差が解消し
ている。

このような変化は,学卒だけでなく若年層の賃金についてもふられる。若年層の規模別賃金格差は,31,32
年頃から縮小を示しており,18才未満では中小企業の賃金が大企業を上回るにいたり,最近はそれ以上の年
令層についても25才までは規模別格差はほとんどなくなってきた (第2-29表) 。

以上のような規模別格差の縮小と併行して,中小企業,大企業のそれぞれの内部においても,若年層の賃金の
分散はかなり小さくなっており,とくに長期的には中小企業労働者ほどその程度が大きい。企業の支払能
力のちがいや,激しい労働異動による勤続年数の相異などによって,従来若年層においても中小企業内部の
賃金の分散は大企業よりかなり大きかったが, 第2-30表 にみるように,最近はその平準化が急速にすすん
できている。これは前述の労働力需給要因が,労働集件の低いこれらの分野にとくに強く影響している結
果とみられる。

第2-29表 規模別賃金格差

以上のように,学卒,若年層の賃金は,労働力需給の変化や労働市場の拡大にともなって,中小企業を中心に
急速な上昇を示すとともに,全国的にその平準化が進み,賃金構造の変化を促進している。
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第2部    各 論
2    賃 金
(2)    賃金構造の長期的な変貌とその背景
1)    賃金構造の長期的な変化
(ハ)    中高年層賃金の変動

以上のように学卒初任給や若年層の賃金の上昇が賃金構造の変化に果している役割は大きいが,一方中高
年層についても,最近中小企業を中心に賃金上昇がすすみはじめ,その変化が進むきざしがみえはじめた。

従来大企業における年功賃金制度を中心とした企業の雇用慣行,産業間の発展のアンバランスなどにより
中小企業の中高年層は,大企業中高年層に比べて賃金上昇に遅れがみられ,このためこの層の規模別の賃金
格差は拡大してきた。しかしこの1,2年これらの層についても中小企業の賃金上昇が大全集を上回り,改善
のきざしかみえはじめている (第2-29表) 。

第2-30表 規模別,年令別賃金分散係数

このような変化の要因としては,一つには,引続く,初任給の大幅な引上げで,賃金調整の範囲が拡大してき
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たことがあげられる。厳密な比較はできないが,東京商工会議所の事例調査によると,,賃金調整を実施した
企業のうち,全従業員を対象とした企業が増加しており,勤続,年令による賃金格差の小さい中小企業につい
ては,毎年大幅な上昇を示している初任給との賃金調整の影響がようやく中高年層にも及びはじめたと考
えられる。

また,産業発展にともなう技能労働者の不足の影響で中高年層のなかでも熟練度の高い労働者の賃金上昇
が高まつてきていることもその一つの要因と考えられる。製造業の規模10～99人の40～49才の男子労務
者について,33～36年の賃金特性値(第1十分位数,中位数,第9十分位数)の上昇率をみると,賃金の高い第9十
分位数の上昇率が最も大きく,ついで中位数,第1十分位数の順となっている (第2-31表) 。また,若年層とは
ことなって,中高年層については,勤続年数の長い労働者の賃金の上昇率が高い傾向がみられ,これらは技能
労働力の不足を背景として,勤続,経験の長い労働者の賃金を引上げる傾向が中小企業で強くなつているこ
とを示すものと思われる。このような傾向はとくに最近急速に拡大,発展している金属機械部門で多くみ
られる。

第2-31表 製造業主要中分類別,中小企業中高年層の賃金特性値の上昇率

これに反し,大企業では,中高年層の賃金上昇率は最近比較的低く,その地位に変化が生じている。大企業で
は,年々の大幅なベースアップ,初任給の引上げや,技術革新の進行にともなう技能の性格の変化などによっ
て最近年功賃金体系修正の動きが現われてきている。後述のように,具体的にはベースアップによる賃金
配分に際して定額分が増え,賃金体系のなかに職務給などが導入されるという動きがめだってきた。大企
業の中高年層の賃金がこれまでは相対的に高い上昇を示していたのに最近若年層にくらべて相対的に低
くなる傾向がみられるのはこうした影響によると考えられる。

以上のように,中小企業の中高年層についても,最近その賃金改善によって,構造変化を促進する要素がめば
えはじめているが,同時に,この層については,こうした変化を阻止する要因も強いことを見逃してはならな
い。

中高年層の規模別賃金格差をみると,その開きは依然として大きく,また第2-32表にみるように,中小企業の
中高年層(とくに男子)の賃金分散は大企業に比べるとかなり大きい。賃金分散の動きも,長期的には,若年
層のような縮小はみられない。このような中小企業の中高年層の賃金の特徴は,産業,規模,地域などによる
企業間の賃金のアンバランスや個々の労働者の熟練度にちがいがあって,賃金の低い労働者がなお広汎に
残っていることを示すものである。このような低賃金層は,この層の労働力需給があまり改善せず依然再
就職が困難な状況にある等のため,なかなか解消しにくく,その改善が今後の課題となっている。
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中高年層内の賃金の遅れは,第1に未熟練労働者についてみられる。第2-27表の勤続年数別,年令別の賃金
上昇率をみると,30才以上の層では勤続1年未満の層の賃金は,より勤続の長い者に比べると上昇率が低
い。また,職種別にみても単純職種労務者の賃金は上昇の遅れが目立っている。たとえば,鉄鋼業の熟練職
種である鋳物工と単純職種である鋳ばり取工の29～36年の賃金上昇率をみると,後者の方が低くなってい
るが,同様の例は他の職種についてもみられる(第2-32表)。

第2-32表 中高年層(40～49オ)の職種別賃金昇率

このほか,比較的中高年層の多い屋外労働者についても,単純職種の賃金上昇の低いのが注目される。生産
規模の拡大にともなう建設,運輸等の生産関連部門の活況によって,これらの部門の賃金上昇は他部門に比
べ相対的に大きくなっているが,その中では労働力の不足度のとくに著しい熟練層の上昇が大きく,軽作業
人夫などの単純職種の賃金上昇は遅れている (第2-33表) 。

第2-33表 屋外労働者の賃金上昇率

このような単純職種層の賃金の遅れを反映して,建設労働者の賃金分散はこの数年拡大傾向がめだってい
る (第2-34表) 。

第2-34表 建設労働者の賃金分散係数
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中高年層の賃金改善がおくれている他の側面は,経済発展の遅れた地域での中高年層の賃金が低いことで
ある。学卒初任給や若年層に比べると,中高年層賃金の地域格差は大きく,その地域的な散らばりも大き
い。 第2-9図 にみるように,府県別賃金の最高最低倍率や府県間の賃金の散らばりは,中高年層ほど高い。

第2-9図 府県別賃金格差と平均偏差係数
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このような特徴は,地方都市あるいは農村地域の中高年層の賃金が遅れた状態のままとり残されているこ
とを示すもので,たとえば,東京を100とした小企業(30～99人)の高年層(40～49才)の府県別賃金格差をみ
ると,秋田,山形,宮崎,鹿児島などの県では,いずれも50%にみたない。このほか,屋外労働者などについても,
発展の遅れた地域の賃金上昇は遅れていて,たとえば,屋外労働者職種別賃金調査によると,33～37年の軽
作業人夫の賃金上昇率は,東京都では,80.2%の上昇であるが,発展のおくれた県では50～60%の上昇にとど
まっている。

以上のように,中高年層の内部には,賃金上昇の遅れた層がかなり残されているが,これは労働力需給のアン
バランスがなお大きく,とくに農村地域あるいは地方都市地域を中心に供給超過の市場要因が強く作用し
ているためである。最近若年層の上向移動の活発化とともに,中高年の未熟練労働者が中小企業に補充さ
れることによって,この部門で勤続の短い中高年労働者の比重が増大する傾向もある。しかし,産業構造の
急速な変化による新しい熟練や技能に対する適応性の少ない中高年未熟練労働者の上向移動の機会は少
ない。また移動費用や,住宅事情などのため移動を阻害する要因も強く,このためこれらの層は労働条件の
低い産業や地域にとり残される可能性が大きい。
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第2部    各 論
2    賃 金
(2)    賃金構造の長期的な変貌とその背景
2)    賃金構造変化の背景―最近の賃金改訂にみられる特徴―

最近の賃金構造の急速な変化は,学卒,若年層の労働力不足と,それを契機に活発化しはじめている労働異動
とによってもたらされている面が強い。

また,ここ数年賃金決定の時期や内容などのいわば賃金決定事情が変化しはじめ,これが賃金構造の変化を
促進しているようにみうけられる。

従来,わが国においては賃金は企業内的要素によって決定される傾向が強く,賃金構造の面でもそれを反映
して企業間格差や勤続年数別格差などが大きくなる傾向がみられた。ところが31～2年頃から学卒労働力
の不足と初任給の急上昇,とくに初任給水準がいわゆる相場的なものを形成しながら急速に上昇しはじめ
たことなどの影響で,初任給や若年層賃金の決定について企業間の関連性が強まってきた。このような労
働力の需給関係からひきおこされた賃金構造の変化が最近は賃金決定の時期や内容の変化によってさら
に影響をうけるようになってきている。そこで次に最近の賃金決定をめぐる新しい動きについてみよ
う。
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第2部    各 論
2    賃 金
(2)    賃金構造の長期的な変貌とその背景
2)    賃金構造変化の背景―最近の賃金改訂にみられる特徴―
(イ)    賃金改訂状況の変化

最近の賃金改訂をめぐる動きの中で第1に注目されることは,賃金改訂の時期がそろってきたことである。
戦後の賃金慣行を長期的にみると,特別給与については傾向的に夏季,年末への集中化がみられた (第2-35
表) 。ところが最近になって定期給与についても,昇給,ベースアップの時期が一定時期に集中する傾向が
みられるようになった。

まず,定期昇給による給与の改訂についてみると,昇給時期は28～29年頃すでに4月頃に集中する傾向が
あった。毎月勤労統計調査によって29年中に定期昇給によって給与改訂を行なった事業所のうち,4～6月
期に行なった事業所の割合をみると,36%を占め,他の四半期に比し若干多い程度となっていた。部分的資
料であるが,中労委の賃金事情調査によって昇給時期の明確化している企業のうち4月に行なっているもの
の割合をみても4割弱を占め,「毎勤」の結果と大体一致している。ただ定期昇給制度の普及は比較的大企
業に限られており,規模別に昇給時期をみると,4～6月期への集中はもっぱら大企業でみられ,中小企業にお
いてはその傾向はほとんどみとめられなかった。

第2-35表 特別給与の夏季・年末への集中化

ところがこのような昇給時期の集中傾向は,32年頃を境に急速に強まりはじめ,最近は大企業においては年
間の昇給実施事業所の6割近くが4～6月期に実施するようになっている。また,中小企業においても同様
に集中化がみられ,年間の昇給実施事業所のうち4割近くが4～6月に実施するようになっている (第2-10
図) 。
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第2-10図 昇給による給与改訂の集中状況

ベースアップによる定期給与の改訂についても,以前はほとんどきまった時期に行なわれる傾向はみられ
なかったが,32年頃から大企業を中心に4～6月期への集中化が目立ちはじめ,しだいにその傾向が強まって
きている (第2-11図) 。

第2-11図 べースアップによる給与改訂の集中状況

このように賃金改訂時期が全般的に春に集中するようになってきた要因としてはまず,学卒初任給の急上
昇がつづいていることがあげられる。学卒初任給は神武景気以降平均して年率2割近い上昇テンポをつづ
けたが,このような初任給水準の急上昇によって,中小企業においてはもちろん,昇給制度の確立している大
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企業においても定期昇給だけでは若年の既就業者の賃金が新規学卒者の賃金より低くなることになるの
で,新規学卒者の入職期には定期昇給以外に既就業者の賃金の手直しをすることが必要となってきた。

また,春に賃上げ要求を行なう組合が多くなったことなどの影響もあって( 付属統計表第36 および37表参
照 ),企業が昇給とベースアップを同時に実施しようとする傾向が強まったことも一つの要因となってい
る。神武景気以降,持続的な好況に支えられてベースアップ率は非常に高くなり,また最近は後述するよう
に一律定額アップの傾向が強まった。その結果,ベースアップと昇給を別箇に行なった場合にはベース
アップ時に賃金体系がくずれることになり,またそれをさけようとすれば賃金源資が増加するため,多くの
企業は昇給とベースアップを同時に行なって賃金体系の維持・整備を図ろうとした。

以上のような要因によって賃金改訂時期がそろうようになったが,それと同時に,賃金改訂の内容について
も,ここ数年,好況の持続の影響などもあって同一業種の同一規模企業間等で賃上げ額がそろうという新し
い傾向がみられるようになってきた。

賃上げ額が限られた範囲内でそろう傾向は以前からみられた。28年の賃上げの際に私鉄大手が15%アッ
プに,綿紡10社が9.4%アップに,鉄鋼3社が1,500円アップにそろったことなどがその例である。その後定
期昇給制度の普及などがあって,一時的に賃上げ額がそろう傾向は少なくなったが,最近再び多くみられる
ようになり,その範囲も拡大してきた。例えば37年の春闘では,私鉄の大手14社(2,400円),鉄鋼の大手6社
(1,800円),過りん酸石灰の4社(2,200円),金属鉱業の大手4社(2,100円),電力9社(約3,000円),石油の大手4社
(3,700円),電気機器の大手4社(約2,300円),紙パの大手3社(約1,700円)などでそれがみられる。

第2-36表 機械工業における賃上げ額の集中状況

一方,これらの業種の中小グループにおいても,好況の持続と労働力不足の激化にともなって,ここ数年,賃
上げ額については企業格差をもうけず,大手にそろえるか,時にはそれを上回って妥結する傾向さえみられ,
その内部で賃上げ額がそろう動きがでてきた (第2-36表) 。また,それ以外の企業グループについても,同様
の要因によって他企業なみに賃上げを行う現象もみられ,同一業種の同一規模企業間等で賃上げ額がそろ
う結果となった (脚注参照) 。

このように賃上げ額がそろうようになった要因としては,まず第1に初任給および若年層賃金の平準化と労
働力不足の激化があげられる。労働力の需給関係が以前のように全般的に供給超過の状態にあるときに
は,個々の企業はもっぱら企業内的条件,たとえば支払能力や,労務管理面からの配慮などを中心に賃金を決
定することが可能であつた。ところが,ここ数年来新規学卒を中心に労働力不足が激化し,最近では都市工
業地域を中心にかなり上の年令層まで不足が浸透してきた結果,企業は,労働力の調達,確保のために,自己
の企業内的条件のみによって賃金を決定することは許されないようになってきた。これと同時に,一方前
述のように新規学卒,若年層賃金の平準化が進んでいるため,他企業並みに賃金を引き上げることは自然賃
上げ額を企業間でそろえる結果となった。

(注) 参考表 主要企業における賃上げ額の集中状況
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第2点としては,特定の業種内声でとくに賃上げ額がそろうようになった要因として,労使の賃上げ交渉方
式が変化してきたことがあげられる。

戦後22年頃に金属鉱業,私鉄,化繊,綿紡,石炭等において統一賃金交渉が行なわれ,その内部では賃上げ額が
そろう傾向がみられた。また,中には化繊3社のように賃金体系についても統一する動きもみられた。これ
らの統一賃金交渉は25年頃の経済再編成期に企業間競争の激化と経営内容の格差の拡大などのために,崩
壊するものが多かったが,28年頃から再びみられるようになった。28年のビール3社,28年の化繊5社,29年
の車輛5社,33年の綿紡10社などがそれである。とくに33年の綿紡大手10社での集団交渉の成立は中小グ
ループ(例えば中京5社など)なとに波及し,繊維産業全般に集団交渉を押しひろめる契機となった。このよ
うな超企業レベルでの賃金交渉は35年頃からさらに増大し,合化労連傘下での過りん酸石炭・チタング
ループの集団交渉,硫安・綜合グループの対角線交渉,全自交の地連の統一交渉,私鉄の統一交渉の拡大とブ
ロック別の地域交渉など,かなり多くみられるようになった。また,鉄鋼などの例にみられるように,統一賃
金交渉を行なうまでにはいたらなくても,使用者の大手グループが組合の動きに呼応して結束をかため,事
実上妥結結果がそろうようなケースもみられた。この鉄鋼のケースは業界内での大手グループの相互の
地位が比較的安定し,労務面での競争を少なくしようとする企業側の意図が反映されたものとして注目さ
れる。

このようにいくつかの業種で交渉レベルが個別企業の段階から当該業種の大企業を包括したレベルに移
行するに従い,一つの賃金決定によって影響をうける範囲が拡大した。

なお,36～37年は好況の持続,収益力の増大と,それによる賃上げ余力があったことなどのため,賃上げ額が
そろう傾向が強くあらわれた。しかしこのような動きが今後もつづくとは必ずしもいいきれない。

欧米先進諸国においては,長い団体交渉の歴史や,産業構造の安定性,賃率の横断性,賃率の産業間等におけ
る序列体系の確立などの条件を背景として,一つの賃上げが他に波及する慣行が確立しているが,わが国に
はこのような基盤はまだ成立していない。わが国では産業の盛衰がはげしく,また,制度的にも前述したよ
うな超企業レベルでの賃金決定が早急に普及することは,企業格差が大きいことや組合が企業別に組織さ
れていることなどからみて難しいと考えられる。しかし,労働力需給の緊張と初任給,若年層賃金の急上昇
がつづき,また,前述の鉄鋼などのように,業界での主要企業間の相互の地位が比較的安定し,お互の条件が
そろうような傾向が進んでくれば,賃金改訂についても同一業種の同一規模企業等については共通の基準
をもとめる要請は次第に強まってくる可能性がある。
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第2部    各 論
2    賃 金
(2)    賃金構造の長期的な変貌とその背景
2)    賃金構造変化の背景―最近の賃金改訂にみられる特徴―
(ロ)    定額配分の増大など配分面の変化

最近の給与改訂にみられる第2の特徴は,賃上げ分のうち全労働者について一律に引上げるいわゆる定額配
分の増大や,賃上げ分を職務給にまわすなど,賃上げの配分面に変化がみられることである。

定額配分の問題は,すでにかなり以前から多くの労働組合が要求の中にとりあげていた。29年の賃上げに
おける鉄鋼労連,全造船,全電線,合化,私鉄,全セメントなどがそれである。また一部では例えば全損保関係
などの妥結結果にみられるように,当時すでに実施されていたところもあった。しかし当時はまだ組合側
の要求は弱く,「いくらかでも定額分を折り込む」という程度のものが比較的多かった。一方これに対す
る経営者側の態度も,当時は定期昇給制度の導入に関心があった等のため,定額配分を行なうことには極め
て否定的であった。

その後組合側の要求は年年強まり,また,その範囲も拡大した。組合側がとくにこの方式を要求しつづけた
理由としては,1)低賃金層の賃金を大幅に改善する,2)1人1人の要求額を明らかにし,それによって全体の賃
上げに対する関心を高める,3)配分についての会社側の査定分を少なくする,などがあげられる。しかし全
額定額配分を求める組合は少ない。それは34年に鉄鋼労連が行なった世論調査の結果からも明らかなよ
うに,若年層は定額配分に賛成しているが,高年層は全額を定額配分にすることには反対の気分をもってい
ることを考慮したことによるものと思われる。

こうして労働組合側の要求が強まる一方,技術革新の急速な進展や初任給の大幅な上昇にともなって企業
側にも従来の年功賃金体系を修正する必要が生じ,その一手段として,下に厚くなる賃上げ方式としての定
額配分方式を受入れる条件がでてきた。その結果実際に定額配分方式を採用する傾向が強まり,中央労働
委員会調の「賃金事情調査」によると37年には賃上げ源資のうち半数近くがこの方法によって配分され
るようになっている (第2-37表) 。

第2-37表 賃上げ源資の配分状況
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以上のように配分面で定額配分が増加する傾向がみられるが,それと並んで,最近は賃上げ分を職務給など
にあてる傾向がみられるようになった。たとえば,37年春闘で鉄鋼大手3社は1,800円の賃上げを行なった
のであるが,この賃上げ分のうち,たとえば八幡製鉄の場合は1,300円と,従来の能率給部分と合せて職務給
を創設した。このような例は現在のところ鉄鋼大手3社が主なものであるが,最近のような技術革新が今後
もつづき,年功体系の矛盾が強まるとすれば,職務給化への移行の一方法として賃上げ分を職務給にあてる
方法はさらに普及するとみてよいであろう。
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第2部    各 論
2    賃 金
(2)    賃金構造の長期的な変貌とその背景
3)    生産性と賃金の動向

上述のように,わが国の賃金は最近初任給層や中小企業労働者など賃金の低い層の賃金上昇が大きくなる
などの構造変化を随伴しながら大幅な上昇を示しているが,このような変化は国民経済全体とどのような
関連のもとに行なわれ,また,それに対してどのような影響を与えつつあるか,つぎにこの問題を国民経済全
体でみた生産性と,賃金と,物価の関連という視点から検討してみることにしよう。
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第2部    各 論
2    賃 金
(2)    賃金構造の長期的な変貌とその背景
3)    生産性と賃金の動向
(イ)    国民経済全体でみた賃金と生産性の関連

生産性の測定については従来製造業を中心としてその動向把握のための指標が発表されているが,国民経
済全体の労働生産性については,統計資料や推計技術などの面から多くの困難があるため,その研究はあま
り進んでいない。ここでは国民所得統計その他の資料によって国民経済全体の労働生産性を一応試算し,
それと国民所得統計のなかの雇用者1人当り賃金俸給の動きとを対比して,国民経済全体としての生産性と
賃金の動向をみることにしよう。

その試算結果による国民経済生産性と賃金の動向をみると,長期的には生産性が賃金上昇を上回って伸び
ているが,最近次第に賃金上昇が大きくなることによって,両者の上昇率の差は小さくなり,36年では賃金の
対前年上昇率が生産性のそれを上回る傾向を示している。

(注) 国民経済生産性の測定方法の概要は次のとおり,1)生産性の分子となる生産量は,国民経済全体の場合
には産業別に積上げ推計した国民所得相当のものを総合物価指数でデフレートしたもの。農業,製造業に
ついては総生産額を産出物価,原材料投入額等を投入物価でデフレートし,前者から後者を差引きしたもの,
また農業を除く非製造業については国民経済全体の上記実質純生産から農,製造業の上記実質純生産分を
差引いたものによる。2)生産性の分母となる労働投入量には国勢調査を基礎とした就業者数を用いた(詳
細については「国民経済生産性についての一試算」労働統計調査月報15巻4号参照)。したがって,この生
産性は従来の生産性指標が総生産量についての物的生産性であるのと異つている。国民経済全体の生産
性についてはこれまで適当な指標がなかったので,ここでその一つの接近を試みたものであって,測定方法
やデータの精度等になお多くの問題が残されていることに留意する必要がある。

すなわち,30年以降における推移をみると,30年から34年の期間では,生産性は年率7.7%増で賃金の上昇率
4.3%増を大幅に上回る伸び率を示していた。ところが,34年から36年にかけては賃金はすでにみたような
最近の大幅な賃金上昇を反映して国民経済全体としても年率11.9%増と高い伸び率を示すようになってき
ている。このため,国民経済生産性がこの期間に14.5%増と前期に比べて高い上昇を示したにもかかわら
ず,生産性と賃金との間における上昇率の差は前期と比べてかなりせばまってきた (第2-38表) 。

第2-38表 国民経済全体の生産性・賃金の上昇率
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とくに36年のみについてみると,前年に対して賃金上昇が13.8%増,生産性の上昇が12.9%増と賃金が生産
性の上昇率を上回って伸びるという従来とは異つた傾向があらわれた。この傾向は37年に入ってますま
す強まっているとみられ,37年1～9月までの国民所得のデータを用いて一応の推定を試みると,生産性が前
年に対し約7%の上昇を示しているのに対して賃金は引続き約13%の上昇を示している。賃金が生産性の
伸びを上回って上昇する傾向は,景気調整の進展にともなう製造業部門での生産性低下の影響もあって37
年には一段と強まっており,その今後の動きが注目されている。
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第2部    各 論
2    賃 金
(2)    賃金構造の長期的な変貌とその背景
3)    生産性と賃金の動向
(ロ)    部門別にみた生産性と賃金・所得の関連の特徴

i)    部門別の生産性,賃金と国民経済全体の生産性,賃金

ところで,生産性の動向を部門別にみると,製造業では30年から36年にかけて年率約10%と高い上昇率を示し,技術革
新の急速な進展の影響を示している。他方農業を除く非製造業部門については,国民経済全体の労働生産性の計算と
ほぼ同様な方法によって推定してみると,同期間に年率約6%の上昇とその伸びはかなり低い。また農業について同
様な方法によって推定してみるとその上昇率は年率約4.5%で,他の部門に比べてもっとも低くなっている。

このように部門別に生産性の上昇をみると製造業や農業を除く非製造業の生産性上昇が農業に比べて大きいので,こ
れらの部門の就業者の全体にしめる比重が増大するという就業構造の変化はそれ自体で国民経済生産性を高めるの
に働いたといえる。

前章でも述べたように就業者中にしめる農業就業者の割合は大幅に減少し,30年の36%から36年には27%へと9ポイ
ントの低下を示した。他方,製造業の比重は18%から24%へ,農業を除く非製造業のそれは46%から49%へといずれ
も上昇している。そこで30年から36年にかけてこのような構造変化がなかったものと仮定して,この間の国民経済生
産性の上昇率を計算してみると,その上昇率は58.3%の上昇と現実の上昇率76.5%の上昇に比べて18.2ポイントも下
回っていて,それだけこの間の構造変化が国民経済生産性の上昇率を高めるのに働いたことを示している。

つぎに賃金についてみると,製造業,農業を除く非製造業ともに最近その上昇率が高まる傾向がみられるよ。たとえ
ば,農業を除く非製造業についてみると30～34年では賃金上昇率は年率4.9%と低かったが,34～36年間には10.7%に
高まってきている。とくに36年には13.6%増と大幅な上昇を示している。

なお,このような賃金上昇率についても就業構造の変化による影響が働いている点を見逃せない。

30年以後農業から製造業や農業を除く非製造業へ大量の労働力が移動したが,移動した層は主として農業からの新規
学卒,家族従業者を中心とする若年,女子層からなっていた。非農業(林,水産業,サービスおよび公務を除く)において
29年から37年にかけて増加した労働者の内容をみると,若年男子労働者と女子労働者がその約6割弱を占めており,そ
のうちでも製造業ではとくにその程度が高い (第2-39表) 。これらの若年層,女子労働者は賃金の低い方に属するので
この層の割合が増加してくることは全体としての平均賃金を低くする方向に働いたといえよう。

第2-39表 増加労働者中の若年,女子の比重
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いま,29年から37年にかけてこのような労働者構成の変化がなかったと仮定して,この間の賃金上昇率を計算してみ
ると非農業ではその上昇率は64%となり,現実の上昇率57%に比べてかなり高い (第2-40表) 。この傾向は製造業,農
業を除く非製造業ともにみられ,この期間に上述のような就業者構成の変化がこの部門の賃金上昇率を低くするのに
働いていたことを示している。

第2-40表 構造変化の賃金上昇への影響(37年/29年)

ii)    生産性と賃金,所得の関連の部門によるちがい

つぎに部門別の生産性と賃金,所得の関連をみることにしよう。

まず,製造業の生産性の上昇率と賃金上昇率との差をみると,生産性の伸びの大きかった製造業では両者の差は30～
34年間ではかなり大きかったが,その後両者の差は著しく縮小してきている。一方,生産性の伸びの小さかった農業を
除く非製造業では両者の差は34年前においてもすでに小さく,その後賃金が生産性の伸びを上回りはじめ,とくに36
年にはその傾向が顕著になっている。また,この部門では34～36年については,業主,家族従業者1人当りの業主所得も
大幅に上昇し (第2-12図参照) ,生産性の上昇を上回っている。
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農業についても1人当り業主所得の上昇率は30～34年には年率3%と生産性の上昇率5%に比べてやや低かったが,34
～36年間には9%と生産性上昇率の3%を上回って伸びてきている。とくに,36年のみについてみても所得は11%増と
生産性上昇率の5%を大幅に上回って上昇するという傾向があらわれている。

第2-12図 業主,家族従業者1人当り所得の推移

このように生産性の伸びの低い分野で賃金,所得が生産性の上昇を上回るか,それに近い上昇を示すという傾向は製造
業の内部における賃金,生産性の関連についても指摘できる。いま,34年から36年にかけこの両者の上昇率を比較し
てみると,中小企業が多く,かつ生産性上昇率の低い繊維,木材・木製品等の産業では賃金が生産性の伸びを上回って
上昇し,また食料品やパルプ・紙などは賃金が生産性の伸びを下回っているもののその上昇率の差は小さい。他方鉄
鋼や機械など大企業の多い重化学工業関係では生産性の上昇率が高く賃金上昇率とのちがいはなおかなり大きい (第
2-13図) 。

このようにこれまで賃金や所得の低かった分野でそれが改善されるという最近の傾向は,生産性との関連でみると生
産性上昇の低い分野において賃金,所得の上昇率が生産性上昇率を上回る程度が大きくなるという動きをもたらして
きているといえよう。

第2-13図 産業別生産性,賃金の上昇率(年率)
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第2部    各 論
2    賃 金
(2)    賃金構造の長期的な変貌とその背景
3)    生産性と賃金の動向
(ハ)    物価構造変化への影響

以上のような生産性と賃金,所得の関連のちがいは物価構造の変化をもたらす一つの要因となっている。
部門別に物価の動きをみると,生産性上昇が大きく,最近まで賃金の上昇をかなり上回っていた製造業にお
いては,卸売物価は長期的に安定していて,殆んど変動を示していない。

ところが,農業では物価は30～34年には低下傾向にあったが,最近は強い上昇傾向を示している。同様に農
業を除く非製造業についても,物価は30～34年においてもすでに上昇傾向にあったが,とくに賃金や所得が
生産性の伸びをかなり上回りはじめた34年以降はその上昇テンポを強めてきている (第2-14図) 。

第2-14図 物価の上昇率
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このように生産性上昇の困難な分野の物価が上昇してきたことには,賃金や所得の上昇が生産性上昇を上
回るようになってきたことが一つの要因となっていると考えられる。

製造業の内部についても,生産性上昇の大きい大企業性製品の物価は低落傾向にあるのに対し,生産性上昇
の低い中小企業性製品の物価は上昇傾向にあるが,これも,これら低生産性分野の賃金や所得の上昇が1つ
の要因となっていると考えられる (第2-41表) 。

消費者物価が最近強い上昇傾向にあるのもこのような動きの反映という面をもっているとみられる。
もっとも,価格の変化は,賃金などコスト面のほか,財ないしサービスの需給関係や価格決定方式および流通
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機構などの変化によっても,もたらされるものであり,最近の消費者物価の上昇についても,これらの要素に
よる影響も少なくないので,その点についても充分留意する必要がある。

第2-41表 規模別にみた卸売物価の推移
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